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公債費
12億9,923万9千円
(13.4%)

公債費
12億9,923万9千円
(13.4%)

扶助費
6億7,689万7千円(7.0%)
維持補修費
1億5,915万1千円(1.7%)
貸付金
4,800万円（0.5％）
災害復旧事業費
2,370万2千円（0.2％）

扶助費
6億7,689万7千円(7.0%)
維持補修費
1億5,915万1千円(1.7%)
貸付金
4,800万円（0.5％）
災害復旧事業費
2,370万2千円（0.2％）

積立金
17億4,563万3千円
(18.0%)

積立金
17億4,563万3千円
(18.0%)

人件費
14億9,589万7千円
(15.5%)

人件費
14億9,589万7千円
(15.5%)

補助費等
11億2,589万3千円

(11.6%)

補助費等
11億2,589万3千円

(11.6%)

繰出金
10億952万6千円

(10.4%)

繰出金
10億952万6千円

(10.4%)

物件費
9億9,788万円

(10.3%)

物件費
9億9,788万円

(10.3%)

普通建設事業費
11億172万円

（11.4％）

普通建設事業費
11億172万円

（11.4％）

今後、社会保障費の伸び
とともに扶助費の増加が
予想される。

【
歳
　
出
】

　
性
質
別
に
み
る
と
、
人
件
費
、
扶
助
費
及
び

公
債
費
の
義
務
的
経
費
は
、
１
、３
５
７
万
８
千

円
減
と
な
り
ま
し
た
。
人
件
費
は
、
臨
時
職
員

賃
金
が
増
え
た
も
の
の
、
退
職
手
当
組
合
負
担

金（
特
別
負
担
金
含
む
）が
約
２
、２
０
０
万
円

減
額
し
た
た
め
、
全
体
で
は
９
８
９
万
２
千
円

減
に
な
り
ま
し
た
。
扶
助
費
は
、
ほ
ぼ
横
ば
い

で
す
が
、
自
立
支
援
給
付
費（
介
護
給
付
費
、
訓

練
等
給
付
費
）は
１
、４
９
１
万
円
増
と
な
っ
て

お
り
、
こ
こ
数
年
増
加
傾
向
と
な
っ
て
い
ま
す
。

公
債
費
は
、
年
間
地
方
債
発
行
額
を
制
限
し
て

い
る
こ
と
か
ら
６
３
８
万
５
千
円
減
と
な
り
、

地
方
債
残
高
は
、
合
併
直
後
の
ピ
ー
ク
時
を
大

き
く
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　
投
資
的
経
費
の
う
ち
、
普
通
建
設
事
業
費
は
、

平
成
24
年
度
に
大
型
公
共
事
業
が
完
了
し
た
こ

と
に
よ
り
４
億
９
、４
６
１
万
５
千
円
減
額
と

な
り
ま
し
た
。

　
積
立
金
は
、
地
域
振
興
基
金
を
造
成
し
た
た

め
、
14
億
３
、６
０
９
万
４
千
円
の
大
幅
増
額

と
な
り
ま
し
た
。
繰
出
金
に
つ
い
て
は
、
医
療

の
伸
び
に
よ
る
後
期
高
齢
者
医
療
へ
の
負
担
金

の
増
や
特
別
会
計
で
事
業
を
行
う
公
共
施
設
の

施
設
設
備
の
改
良
に
要
す
る
費
用
が
増
え
、
５
、

１
６
７
万
９
千
円
増
と
な
り
ま
し
た
。
物
件
費
、

維
持
補
修
費
、
補
助
費
等
は
い
ず
れ
も
減
と
な

り
ま
し
た
。

　
目
的
別
で
は
、
最
も
決
算
額
が
大
き
い
の
は
、

地
域
振
興
基
金
を
造
成
し
た
こ
と
を
主
要
因
に

対
前
年
度
比
11
億
５
、９
６
７
万
７
千
円
の
大

幅
増
額
と
な
っ
た
総
務
費
と
な
っ
て
い
ま
す
。

次
い
で
、
民
生
費
、
公
債
費
と
続
い
て
い
ま
す
。

教
育
費
は
、
平
成
24
年
度
に
学
校
施
設
の
耐
震

改
修
事
業
が
完
了
し
た
こ
と
に
よ
り
、
対
前
年

度
比
３
億
５
、４
１
０
万
３
千
円
の
減
と
な
り

ま
し
た
。

決
算
報
告

平
成
25
年
度
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■ 基金合計
■ 財政調整基金
■ 減債基金
■ 特定目的基金
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17年度 18年度 19年度 20年度 22年度 24年度 25年度23年度21年度

平成 25年度は、
地域振興基金を
造成したことにより
大きく増えている

基金とは、一般家庭でいう
預貯金を指します。基金の推移

地方交付税
43億8,463万7千円

（44.5%）

地方交付税
43億8,463万7千円

（44.5%）

県支出金
8億8,096万9千円

（9.0%）

県支出金
8億8,096万9千円

（9.0%）

国庫支出金
4億7,770万9千円

（4.8%）

国庫支出金
4億7,770万9千円

（4.8%）

地方消費税交付金
その他の交付金等
2億1,140万1千円（2.1%）

町債
17億7,760万円

（18.0%）

町債
17億7,760万円

（18.0%）

地方交付税は、今後減少する
ことが確実であり、歳出削減
や新たな財源の確保が必要。

町税
13億7,762万9千円（14.0%）
町税
13億7,762万9千円（14.0%）

繰越金
3億501万6千円（3.1%）
繰越金
3億501万6千円（3.1%）
分担金及び負担金
その他の収入
4億3,975万円（4.5%）

分担金及び負担金
その他の収入
4億3,975万円（4.5%）

会計名 歳入決算額 歳出決算額
国民健康保険 11億4,324万7千円 11億3,877万円
国民健康保険今庄診療所 2億4,463万7千円 2億4,378万6千円
河野診療所 1億2,553万5千円 1億2,483万円
個別排水処理施設 1,239万円 1,237万8千円
農業者労働災害共済 610万円 448万4千円
後期高齢者医療 1億3,653万円 1億3,608万3千円
農業集落排水 3億7,829万7千円 3億7810万円
老人保健施設 1億7,171万7千円 1億7,084万7千円
介護保険 12億6,317万9千円 12億3,013万6千円
ケーブルテレビ 1億5,936万5千円 1億5,387万9千円
下水道 2億6,400万6千円 2億6,373万2千円

特別会計

収益的収支
（水道料等での収支）

収入額 支出額

4億569万円 4億537万6千円

資本的収支
（企業債償還金支出）

収入額 支出額

― 1億4,986万円

企業会計 水道事業

一
般
会
計

【
歳
　
入
】

　
一
般
財
源
で
あ
る
町
税
は
５
、３
１
５
万
円

増
と
な
っ
た
一
方
、
地
方
交
付
税
は
１
億
１
、 

６
４
８
万
９
千
円
減
に
な
り
ま
し
た
。

　
国
庫
支
出
金
は
、
道
路
整
備
等
の
住
生
活

環
境
の
整
備
に
使
え
る
社
会
資
本
整
備
総
合
交

付
金
や
平
成
24
年
度
国
の
経
済
対
策
に
よ
り
創

設
さ
れ
た
臨
時
交
付
金
を
活
用
し
た
公
共
事
業

等
へ
積
極
的
に
取
り
組
ん
だ
こ
と
に
よ
り
３
、

１
１
４
万
１
千
円
が
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
県
支
出
金
は
、
企
業
的
園
芸
確
立
事
業
補

助
金（
植
物
工
場
誘
致
事
業
）が
大
幅
増
額
と

な
っ
た
ほ
か
、
産
地
水
産
業
強
化
支
援
事
業

補
助
金（
施
設
整
備
支
援
事
業
）や
参
議
院
議

員
選
挙
委
託
費
が
皆
増
と
な
っ
た
一
方
、
電

源
立
地
等
推
進
対
策
交
付
金
の
ひ
と
つ
で
あ

る
原
子
力
発
電
施
設
立
地
地
域
共
生
交
付
金

（
運
転
開
始
後
30
年
を
超
え
る
原
子
力
発
電

施
設
が
所
在
す
る
道
県
に
交
付
さ
れ
る
交
付

金
）の
事
業
終
了
や
県
内
原
子
力
発
電
所
の

停
止
に
伴
う
核
燃
料
税
交
付
金
の
減
少
な
ど

に
よ
り
、
１
、５
９
７
万
５
千
円
減
額
と
な

り
ま
し
た
。

　
繰
入
金
は
、
１
億
１
、９
８
１
万
１
千
円

減
額
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
特
定
目
的

基
金
の
繰
入
に
よ
る
事
業
が
少
な
か
っ
た
こ

と
が
主
要
因
で
す
。

　
地
方
債
は
、
10
億
５
、５
１
０
万
円
の
大

幅
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
こ

れ
は
、
例
年
、
公
共
事
業
を

実
施
す
る
た
め
や
歳
入
不
足

を
補
う
た
め
の
借
入
に
加

え
、
今
後
、
地
域
の
一
体
的

進
展
と
安
定
し
た
行
政
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
で
き
る
よ
う
行

政
基
盤
強
化
を
目
的
と
し
た

地
域
振
興
基
金
を
造
成
す
る

た
め
14
億
２
、５
０
０
万
円

の
旧
合
併
特
例
債
を
借
り
入

れ
た
も
の
に
よ
る
も
の
で

す
。

■ 自主財源
　　（21.6％）
■ 依存財源
　　（78.4％）

民生費
17億1,796万9千円
(17.8%)

民生費
17億1,796万9千円
(17.8%)

土木費
7億2,164万9千円

(7.5%)

土木費
7億2,164万9千円

(7.5%)

公債費
12億9,923万9千円
(13.4%)

公債費
12億9,923万9千円
(13.4%)

総務費
27億202万7千円
(27.9%)

総務費
27億202万7千円
(27.9%)

農林水産業費
9億7,815万1千円

(10.1%)

農林水産業費
9億7,815万1千円

(10.1%)

教育費
6億9,107万5千円

(7.1%)

教育費
6億9,107万5千円

(7.1%)

衛生費
6億2,423万3千円

(6.5%)

衛生費
6億2,423万3千円

(6.5%)

商工費
4億9,547万6千円(5.1%)
消防費
3億1,345万5千円（3.2％）
議会費
9,238万2千円（1.0％）
労働費
2,418万円（0.2％）
災害復旧費
2,370万2千円（0.2％）

商工費
4億9,547万6千円(5.1%)
消防費
3億1,345万5千円（3.2％）
議会費
9,238万2千円（1.0％）
労働費
2,418万円（0.2％）
災害復旧費
2,370万2千円（0.2％）

（性質別）（目的別）
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■ 地方債発行額
■ 元金償還額
■ 地方債残高

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

1,638
2,307

777 717 565 580 495 722
1,778

876 853 1,037 1,116 1,157 1,199 1,193 1,192 1,200

10,385

11,839 11,579

11,180
10,588

9,969

9,271
8,801

9,379

平成19年度以降は、将来負担を軽減する
ために、地方債発行額を制限し、地方債
残高の縮減に努めている

合併特例債を発行
（地域振興を目的とした基金を造成）

地方債とは、一般家庭でいう
住宅ローンなどの借入金を
指します。

地方債の推移（一般会計）

一般会計歳出 96億8,353万8千円 一般会計歳入 98億5,471万1千円


